
様式 第１号　　第三セクター情報公開シートⅠ(基礎シート)

１　作成年月日・町担当課

作成年月日 令和 8 年 8 月 4 日 所管課 商工交通課

2　法人名称等

法人名称

所在地

設立年月日 令和 6 年 4 月 3 日

代表者職・氏名 代表取締役　山畑貴宏

設立目的・経過

経営理念・方針

3　定款上の事業内容

（1）　

（2）　

（3）　

4　出資の状況

資本金等 瀬戸内町 瀬戸内町 町以外の

総額 出資額 出資割合 出資者 出資額 出資割合
千円 ％

千円 ％

千円 千円 ％ 千円 ％

5　役員・職員の状況

（1）役員の状況 （2）職員の状況

R06期末 R07期末 R06期末 R07期末

常勤 名 名 常勤 名 名

うち町職員 名 名 うち町職員 名 名

うち町退職者 名 名 うち町退職者 名 名

非常勤 名 名 非常勤 名 名

うち町職員 名 名 うち町職員 名 名

うち町退職者 名 名 うち町退職者 名 名

計 名 名 計 名 名

うち町職員 名 名 うち町職員 名 名

うち町退職者 名 名 うち町退職者 名 名

※ 町職員(及び町退職者)とは、町の常勤の特別職及び一般職の者(及びそれらの職にあった者)で、

　法人の役職員に就任している者をいう。

2 2 2 2

1 1

1 1

1 1

1 1 2 2

株式会社　せとうちフェリー

瀬戸内町古仁屋

内航海運業

前号に付帯する一切の業務

㈲山畑運送 8,000 40.00

古仁屋港と町内離島を結ぶ貨物船「天長丸」の維持・存続を目的としています。
天長丸は、諸般の事情により撤退を表明していましたが、住民の航路存続を求める声が相
次いだことから、第三セクター方式で設立しました。

安全第一、顧客満足、環境への配慮、従業員の成長、技術革新の理念のもと、持続可能な成
長を実現し、社会に貢献する企業を目指します。

20,000 12,000 60.00
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6　主要事業の成果・課題

7　町が期待する役割、町意見等（担当課記載）

　天長丸は、加計呂麻島・請島・与路島へ、町営「フェリーかけろま」、「せとなみ」では運ぶこ
とのできない日常生活へ必要な燃料（石油、プロパンガス等）の危険物の輸送や建設資材・
建設重機等の輸送に携わっている。
　町営フェリーのドック時には、普通車両の航送も担っているため、３島の生活には欠かせな
い存在であり、公共性・公益性は高いと考える。

　フェリーかけろま、定期船せとなみでは輸送することのできない部分を天長丸が担ってい
る。
　有人離島を有する本町にとって、欠くことのできない貨物フェリーであるため、民間経営手
法により効率的な経営に期待する。
　今後、３島住民の減少等により、需要の減少等も懸念されるため、常にその経営状況を注
視し、安定的な運航を目指していく。

事業名称 前期の事業成果 自己評価 事業課題

事業の公共性・公益性

海上輸送業 与路島、請島の工事
が減少したことから海
上輸送売上高が前期
より減少しました。

売上高は減少しまし
たが、一般管理費も
大幅に減少したことか
ら経常利益は増加し
ました。

加計呂麻島、与路島、
請島の工事が安定し
ていないこと

2



様式 第２号　　第三セクター情報公開シートⅡ(財務諸表シート)

1　財務諸表（金額単位：円）

貸借対照表（B/S） ※令和６年４月３日設立のためR５年度期の実績なし

借方（科目）
流動資産

うち　現金・預金

固定資産

有形固定資産

無形固定資産

投資その他の資産

資産の合計

貸方（科目）
流動負債

うち　短期借入金

固定負債

うち　長期借入金

負債合計

純資産

うち　資本金

うち　資本剰余金

うち　利益剰余金

うち　その他

負債・純資産の部合計

損益計算書（PL)

売上高

売上原価

販売費・一般管理費

営業外収益

営業外費用

特別利益

特別損失

法人税等

※行については、適宜、追加・削除、区分修正可。ただし、設定した計算式に影響を与えないこと。

※財務諸表を添付すること。

法人名称 株式会社　せとうちフェリー

220,600 220,600 871,300 650,700

当期純利益 28,990 28,990 2,308,451 2,279,461

税引前当期純利益 249,590 249,590 3,179,751 2,930,161

経常利益 249,590 249,590 3,179,751 2,930,161

2,315,721 2,315,721 167,458 ▲ 2,148,263

56,954,055 56,954,055 43,570,446 ▲ 13,383,609

営業利益 ▲ 2,066,131 ▲ 2,066,131 3,012,293 5,078,424

売上利益 54,887,924 54,887,924 46,582,739 ▲ 8,305,185

科目 R5年度期 R6年度期 前期増減 R7年度期 前期増減
54,887,924 54,887,924 46,582,739 ▲ 8,305,185

40,094,907 40,094,907 148,158,571 108,063,664

28,990 28,990 2,337,441 2,308,451

20,028,990 20,028,990 22,337,441 2,308,451

20,000,000 20,000,000 20,000,000

20,065,917 20,065,917 125,821,130 105,755,213

R5年度期 R6年度期 前期増減 R7年度期 前期増減
20,065,917 20,065,917 125,821,130 105,755,213

40,094,907 40,094,907 148,158,568 108,063,661

2,829,848 2,829,848 71,467,000 68,637,152

27,950,699 27,950,699 68,949,303 40,998,604

2,829,848 2,829,848 71,467,000 68,637,152

R5年度期 R6年度期 前期増減 R7年度期 前期増減
37,265,059 37,265,059 76,691,568 39,426,509
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キャッシュフロー計算書（C/F）

営業活動キャッシュフロー

投資活動キャッシュフロー

財務活動キャッシュフロー

（※１）負の数の場合は、マイナス記号（－）を付けて入力すること。

（※２）支出は、マイナス記号（－）を付けて入力すること。

２　町による財政・金融支援等（金額単位：円） ※令和６年４月３日設立のためR５年度期の実績なし

※行については、適宜、追加・削除、区分修正可。ただし、設定した計算式に影響を与えないこと。

※財務諸表を添付すること。

その他の財政支
援・優遇措置

債務保証額（期末残高）

損失補償額（期末残高）

長期借入金

出資・出捐（期末時）

借入金（期末残高）

短期借入金

管理費補助金

委託料及び指定管理料

補助金（交付金・助成金・負担金） 2,300,000 2,300,000 ▲ 2,300,000

事業費補助金 2,300,000 2,300,000 ▲ 2,300,000

現金及び現金同等物期末残高 27,950,699 27,950,699 68,949,303 40,998,604

区分 R5年度期 R6年度期 前期増減 R7年度期 前期増減

現金及び現金同等物の増減額 27,950,699 27,950,699 40,998,604 13,047,905

現金及び現金同等物期首残高 27,950,699 27,950,699

現金及び現金同等物に係る換算差額

長期借入金の返済による支出

前受金 107,200,500 107,200,500

短期借入金の増加額

短期借入金の減少額

無形固定資産の取得による支出

107,200,500 107,200,500

リサイクル預託金による支出

出資額の増加額 20,000,000 20,000,000 ▲ 20,000,000

投資有価証券の売却による収入

長期前払費用の増加額

有形固定資産の取得による支出 ▲ 21,858,171 ▲ 21,858,171 ▲ 71,467,000 ▲ 49,608,829

有形固定資産の売却による収入

その他 2,300,000 2,300,000 ▲ 2,300,000

▲ 1,858,171 ▲ 1,858,171 ▲ 71,467,000 ▲ 69,608,829

売上債権の増加額 10,751,557 10,751,557 126,808 ▲ 10,624,749

法人税等の支払額 ▲ 220,600 ▲ 220,600 ▲ 871,300 ▲ 650,700

受取利息及び受取配当金 15,721 15,721 167,458 151,737

支払利息

税金等調整前当期純利益 ▲ 2,066,131 ▲ 2,066,131 3,012,293 5,078,424

減価償却費 19,028,323 19,028,323 2,829,845 ▲ 16,198,478

区分 R5年度期 R6年度期 前期増減 R7年度期 前期増減
29,808,870 29,808,870 5,265,104 ▲ 24,543,766
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様式 第３号　　第三セクター情報公開シートⅢ(財務諸表補足シート)

１　貸借対照表に関する補足

(１)総括分析

(２)前年度から数値が変動した科目及びその要因

２　損益計算書又は正味財産増減計算書に関する補足

(１)総括分析

(２)前年度から数値が変動した科目及びその要因

　船舶建造中に付き船舶仮勘定　（有形固定資産）と補助金前受金（流動負債）が発生
しています。

　与路島、請島の工事が減少したことから売上高は減少しましたが、減価償却費等一般
管理費も大幅に減少したことから、所得金額は増加しました。

減価償却 船舶減価償却費 前期は船舶の取得が発生したによる

租税公課 消費税の増加 当期は課税仕入資産取得がなかつた

法人名称 株式会社　せとうちフェリー

船舶仮勘定 船舶の中間支払金 船舶建造中につき

項目 変動内容 変動要因

項目 変動内容 変動要因

前受金 町補助金の増加 船舶建造中につき

売上高 海上輸送売上高の減少 離島工事の減少

旅費交通費 建造船舶打合せ 建造船舶打合せ旅費の増加
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３　キャッシュフロー計算書に関する補足

(１)総括分析

(２)前年度から数値が変動した科目及びその要因

４　町による財政・金融支援等に関する補足

(１)町からの補助金等の交付状況

(２)町からの委託業務等(指定管理含む)の状況

(３)税、使用料、手数料等の減免の状況

前受金と船舶の取得の支払金の関係で当期末金額が増加しています。

前受金 町補助金の増加 船舶建造中

船舶仮勘定 中間金の支払 船舶建造中

補助金等の名称 金額（円） 使途

委託業務の名称 金額（円） 業務内容

減免されている税目等名称 減免額（円） 減免理由

海上輸送対策支援事業補
助金

107,200,500 新造船建造費

項目 変動内容 変動要因
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